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冷凍処理するコンペアベル ト3 2 と、上部冷気噴射部 6 2 及び下部冷気噴射部 6 6 を設 ける。冷却効果
の高い上部冷気噴射部 6 2 と設置スペースを縮減できる下部冷気噴射部 6 6 とを組み合わせることで、
冷却効果を高 く維持 しなが ら設置スペースを縮小する。これによつて、フリーザー装置を分解すること
な くコンテナ 9 0 に収容可能にする。また、メンテナンス空間 4 6 を設 けることで、ハウジング 1 2 内
機器類のメンテナンスを容易にする。



明 細 書

発明の名称 ：フリーザ一装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、被冷却物、特に生鮮食品等の被冷却物を冷却空間内でコンベア

ベル 卜で搬送 しながら連続的に冷却又は冷凍処理可能なフリーザ一装置に関

し、特に、ハウジングをコンパク ト化 して、分解せずにコンテナに収納可能

にしたフリーザ一装置に関する。

背景技術

[0002] 従来の食品凍結装置は、凍結室内に被凍結食品を搬送するコンベアを設け

、凍結室内の上部空間に、冷凍機ユニッ ト、空気冷却器及び送風機からなる

冷気循環装置を複数基配設 し、凍結室内でコンベアの搬送面に向けて冷気を

対流循環させるようにしている。こうして、被凍結食品をコンベアで搬送 し

ながら連続的な凍結処理が可能にな り、処理効率を向上できる。また、被凍

結食品に対 し冷気の衝突噴流を当てて冷気効果を向上させている。

[0003] 本出願人は、かかる連続搬送式フリーザー装置を提案 している （特許文献

1 ) 。この装置は、漏斗形断面を有するス リッ トノズルから冷気の衝突噴流

を被凍結食品に噴き付け、コアンダ効果により被凍結食品の表面に密着 した

冷気の薄膜流を形成させて、高い冷却効果を得 られるようにしたものである

。以下、特許文献 1 に開示された装置の概略を図 1 4 及び図 1 5 により説明

する。

[0004] 図 1 4 において、このフリーザ一装置 1 0 0 は、断熱壁 1 0 4 で構成され

た密閉ハウジング 1 0 2 の内部に冷却空間 s が形成されている。密閉ハウジ

ング 1 0 2 の隔壁には、開閉可能な点検用扉 1 0 6 , 1 0 8 及び 1 1 0 が設

けられている。密閉ハウジング 1 0 2 内には、被凍結食品w を搬送するコン

ベアベル ト1 1 2 が配設されている。コンベアベル ト1 1 2 は、往路 1 1 2

a と復路 1 1 2 b とからなるェン ドレスベル 卜で構成されている。

[0005] 往路 1 1 2 a の上方には上部冷気噴射部 1 1 4 が設けられ、往路 1 1 2 a



の下方には下部冷気噴射部 1 1 6 が設けられている。密閉ハウジング 1 0 2

の側壁内側には空気冷却器 1 1 8 が設けられ、空気冷却器 1 1 8 の上方には

送風機 （シロッコファン） 1 2 0 が設けられている。空気冷却器 1 1 8 には

、密閉ハウジング 1 0 2 の外部に設けられた図示省略の冷凍機ュニッ卜から

冷媒又はブラインが供給され、庫内空気を冷却する。冷却された庫内空気 c

は、送風機 1 2 0 によって上部冷気噴射部 1 1 4 及び下部冷気噴射部 1 1 6

に送られる。

[0006] 図 1 5 に示すように、上部冷気噴射部 1 1 4 には、ノズルュニット1 2 2

に下方に、被凍結食品w の搬送方向 a に並べられた複数の漏斗形断面を有す

るスリットノズル 1 2 4 が一体に設けられている。各スリットノズル 1 2 4

は、被凍結食品w の搬送方向 a に対して直角方向に延設され、漏斗形断面か

らなる加速部 1 2 6 と、同一の流路面積をなす整流部 （助走部） 1 2 8 とで

構成されている。整流部 1 2 8 の先端に設けられた噴出口は、搬送方向 a に

対して直角方向に向けられたスリット状の開口を形成している。

[0007] 上部冷気噴射部 1 1 4 に送られた冷気 c は、加速部 1 2 6 で加速され、整

流部 1 2 8 で整流された後、コンべアベル ト1 1 2 の往路 1 1 2 a のベル ト

面に載置された被凍結食品w に垂直に噴き付けられる。被凍結食品w に噴き

付けられた衝突噴流 r は、コアンダ一効果により被凍結食品w の表面に密着

した薄膜流 t を形成するため、被凍結食品w の冷却効果を向上できる。

[0008] 下部冷気噴射部 1 1 6 も、上部冷気噴射部 1 1 4 と同様に、ノズルュニッ

ト1 3 0 に、山形断面からなる加速部 1 3 4 と整流部 1 3 6 とからなる複数

のスリットノズル 1 3 2 が一体に設けられ、往路 1 1 2 a のベル ト体の背面

に向かって衝突噴流 r を噴射する。被凍結食品w の冷却に供した後の冷気は

、スリットノズル間に形成された排気空間 e を通って、コンベアベル トの幅

方向に排出され、その後空気冷却器 1 1 8 に至る循環流を形成する。

[0009] コンベアベル ト1 1 2 のベル ト体の構成は、多数の細孔をもたせ、上方及

び下方から噴き付けられる冷気 r の流通性を良くして冷却効果を高めるよう

にする場合と、ステンレスのような熱伝達性の良い材料からなる密閉体で構



成 し、冷気 r で冷却 され たベル ト体 で被凍結食 品 w を冷却 し、冷却効果 を高

め るよ うにす る場合 とが ある。

先行技術文献

特許文献

[001 0] 特 許 文献 1 ：国際公 開W O 2 0 0 6 0 4 6 3 7 号 公報

発 明の概要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[001 ] 被冷却物 を搬送す るコンベアベル トは、処理能 力の点か らある程度 以上の

幅寸法が必要 で ある。図 1 4 に示す よ うに、従 来の フ リーザ一装置 は、 コン

ベアベル トの横方 向に空気冷却器 1 1 8 を配置 して いるため、ハ ウジングの

幅が大 き くな つて いた。

また、空気冷却器 の上方 に送風機 1 2 0 を配置 し、上か ら下 に向 う冷気流

を形成 して いるため、該冷気流の整流化のため、大 きな正圧空間 を形成す る

必要が ある。また コンベアベル トの上下 に漏 斗形断面 を有す るス リツ トノズ

ル を備 えた上部冷気噴射部 1 1 4 及 び下部冷気噴射部 1 1 6 を配設 して いる

ため、 これ らの設置 ス ペ ー ス を大 き く取 らざるを得 なか った。

[001 2 ] また、 コンベアベル トの復路が冷却空間 内に配置 され て いるため、ハ ウジ

ングの高 さをその分だ け必然 的に大 き くせ ざるを得 な い。従 来の フ リーザー

装置 は、冷気循環流 を形成す るための ダク トが左右 に張 り出 して いた。 これ

らの理 由によ り、例 えば、 トラ ック等 で搬送可能 な コンテナの 内部容積 の寸

法 は、長 さ 4 0 フィー ト （1 2 m ) X 幅 2 . 3 m X 高 さ 2 . 5 m で あるが、

従 来の フ リーザ一装置 は、 この大 き さの コンテナ に収容 で きなか った。その

ため、分解 して搬送 し、現地 で再組立 して いたので、時間の無駄 が発 生 し、

かつ再組立後の性能 も安定 して いなか った。

[001 3 ] また、下部冷気噴射部が複雑 な構造のス リッ トノズル を備 えて いるので、

洗浄性が悪 く、 メンテネ ンス 性及 びサ ニ タ リー性 にやや問題が あ った。 さ ら

に、冷却空間の上部 に外気 よ り高圧の大 きな正圧空間 を取 って いるので、該



正圧空間に面 して設 けられた点検用扉に正圧が付加 され る。そのため、運転

中に点検用扉 を開けると危険が伴 い、かつ点検用扉の耐久性が低下す るとい

う問題があった。

[001 4 ] また、コンベアベル トの設置スペースを縮小す るため、コンベアベル トを

駆動す る回転 ドラムの直径 を小 さくせ ざるを得ない。そのため、スチールべ

ル ト等か らなるベル ト体の金属疲労 を考慮 してコンペアベル 卜の板厚 を厚め

( 1 m m 程度）に取 っているが、 これ によつて、ベル ト体の熱負荷が大 き く

な り、冷 えに くくなると共に、コンベアベル トの原価 も高 くなる。

また、コンベアベル トの復路には、蛇行防止装置 を設 けているが、 この蛇

行防止装置が氷結 して本来の機能 を発揮できない場合があった。

[001 5 ] 本発明は、かかる従来技術の課題に鑑み、ハ ウジングをコンパク トに して

、コンテナに収容可能に し、分解搬送及び現地での再組立 を不要に した フ リ

_ ザ_ 装置 を実現す ることを第 1 の 目的 とす る。また、冷却空間中で外気よ

り高圧な正圧空間を縮減 して、点検用扉開閉時の危険性 をな くし、かつ点検

用扉の耐久性 を向上 させ ることを第 2 の 目的 とす る。

課題を解決するための手段

[001 6] かかる課題 を解決す るため、本発明の フ リーザー装置 は、

断熱壁で囲まれた横長の冷却空間を形成す るハ ウジングと、該冷却空間の

長手方向に配設 された被冷却物搬送用 コンペアベル 卜と、該冷却空間に冷気

循環流 を形成す る空気冷却器及び送風機か らなる冷気循環装置 とを備 え、該

被冷却物に対 し冷却又は冷凍の連続処理 を可能に した フ リーザ一装置 におい

て、

前記ハ ウジングが矩形の横断面を有 し、該横断面の上部領域 に設 けられ、

前記空気冷却器 と送風機 とが隣接配置 されて負圧空間を形成す る負圧室 と、

該負圧室の下方領域 に設 けられ、前記送風機か ら冷気が供給 されて正圧空

間を形成 し、前記 コンベアベル トと該 コンベアベル トに向けて上下方向か ら

冷気を噴射す る冷気噴出部 とが設 けられた正圧室 と、

該負圧室及び正圧室の側方領域 に設 けられ、該正圧室で被冷却物の冷却に



供 された後の冷気を受け入れ、受け入れた冷気を該負圧室に戻す冷気の戻 り

流を形成する常圧のメ ンテナンス空間 と、を備 えているものである。

[001 7] 本発明装置では、負圧室で送風機 と空気冷却器 とを隣接配置 して、負圧室

のスペースを縮小すると共に、ハウジングを矩形断面 とし、ハウジング内空

間の上部に負圧室を配置 し、その下方に正圧室を配置することによ り、該負

圧室にハウジングの幅方向寸法を縮減できるように した。また、負圧室及び

正圧室の側方に常圧のメ ンテナンス空間を配置 し、 このメ ンテナンス空間に

負圧室か ら正圧室に供給 された冷気の戻 り流路を形成するように したので、

冷気循環流の圧損が低減 され、大きな正圧空間を必要 としない。

[001 8] これによつて、コンテナに収容可能な大きさとすることができる。また、

この メ ンテナ ンス空間をハウジング内に設置 された機器類の点検用 として利

用できるので、ハウジング内の機器類のメ ンテナンスが容易になる。

[001 9] 本発明装置において、負圧室か ら正圧室に冷気を供給する冷気口が前記メ

ンテナンス空間 と離れた側のハウジング側壁近傍 にもうけられ、該冷気口の

下方に上下方向に前記下部冷気噴射部に冷気を供給する送気空間が形成 され

ているとよい。

これによつて、ハウジングの幅寸法を拡大することな く、正圧室内の冷気

噴出部に冷気を供給する冷気流路を確保できる。さらに、下部正圧室内で冷

気の滑 らかな循環流を形成でき、冷気循環流の圧損 を低減できるので、送風

機の動力を低減できる。

[0020] 本発明装置において、メンテナンス空間に面 したハウジング側壁に開閉扉

を設 け、該メンテナンス空間にオペ レータが立ち入 り可能にするとよい。 こ

れによって、ハウジング内の点検が容易になると共に、常圧のメンテナンス

空間に面 して開閉扉を設 けたので、開閉扉の開放時の危険を解消できる。ま

た、開閉扉の耐久性を向上できる。

[0021 ] 本発明装置において、コンベアベル トが、正圧室内に配設 され両端部が前

記冷却空間の外部に導設 された往路 と、両端が該往路 と連結 され冷却空間の

外側下方に配設 された復路 とか らなるェン ドレスベル トであ り、冷却空間の



外部に回転 ドラムを設け、コンベアベル トを回転 ドラムの外周面に巻回させ

てコンベアベル トを支持搬送するように構成するとよい。

[0022] このように、復路を冷却空間の外側下方に配置 したので、その分正圧室の

設置スペースを縮減できる。これによつて、ハウジングの高さ寸法を縮減で

きるので、ハウジングがさらにコンパク トとなり、コンテナへの収容がさら

に容易になる。また、復路を冷却空間外に設けているので、蛇行防止装置が

氷結 しなくなり、紺来の機能を発揮できる。

[0023] さらに、冷却空間の外部に回転 ドラムを設けたので、回転 ドラムの設置ス

ペースに制約がなくなり、該回転 ドラムを大径化できる。そのため、ベル ト

体の金属疲労を緩和できるので、ベル ト体の板厚を薄くでき、これによつて

、ベル ト体の熱負荷を低減できると共に、ベル ト体の原価を節減できる。

[0024] 本発明装置において、コンべアベル 卜のベル ト体を冷気抜け孔のない金属

ベル 卜で構成すれば、コンべアベル 卜の下方に配置される下部冷気噴射部は

、ベル ト体を冷却するだけの機能をもてばよい。そのため、下部冷気噴射部

では、特に冷気到達距離の長い漏斗形断面を有するスリツトノズルを用いる

必要がない。従って、下部冷気噴射部の設置スペースを縮小できるので、ハ

ウジングの高さ寸法を縮減でき、コンテナへの収容が容易になる。

発明の効果

[0025] 本発明装置によれば、断熱壁で囲まれた横長の冷却空間を形成するハウジ

ングと、該冷却空間の長手方向に配設された被冷却物搬送用コンペアベル ト

と、該冷却空間に冷気循環流を形成する空気冷却器及び送風機からなる冷気

循環装置とを備え、該被冷却物に対し冷却又は冷凍の連続処理を可能にした

フリーザ一装置において、ハウジングが矩形の横断面を有し、該横断面の上

部領域に設けられ、空気冷却器と送風機とが隣接配置されて負圧空間を形成

する負圧室と、該負圧室の下方領域に設けられ、前記送風機から冷気が供給

されて正圧空間を形成し、前記コンベアベル トと該コンベアベル トに向けて

上下方向から冷気を噴射する冷気噴出部とが設けられた正圧室と、該負圧室

及び正圧室の側方領域に設けられ、該正圧室で被冷却物の冷却に供された後



の冷気を受け入れ、受け入れた冷気を該負圧室に戻す冷気の戻り流を形成す

る常圧のメンテナンス空間と、を備えているので、ハウジングの幅寸法及び

高さ寸法を低減でき、分解せずともコンテナに収容可能なフリーザー装置を

実現できる。

[0026] そのため、フリーザー装置を据付け場所に搬送するとき、分解及び再組立

が不要になり、分解及び再組立に要する時間をなくすことができると共に、

再組立時に性能が低下するおそれがなくなる。また、常圧のメンテナンス空

間を配置 したので、このメンテナンス空間にオペレータが自由に入ることが

でき、ハウジング内の機器類のメンテネンスが容易になる。

また、冷却に供した後の冷気をメンテナンス空間を経由して負圧室に戻す

ようにしたので、冷気の滑らかな循環流を形成でき、冷気循環流の圧損を低

減 して、送風機の動力を低減できる。

図面の簡単な説明

[0027] [図1] 本発明のフリーザー装置の一実施形態に係る横断面図である。

[図2]前記実施形態に係るフリーザー装置の斜視図である。

[図3]前記フリーザ一装置の正面図である。

[図4] 図 3 中のA _ A 線に沿う平面視断面図である。

[図5]前記フリ一ザ一装置の冷気噴射機構の斜視図である。

[図6]前記フリーザ一装置の金属ベル ト駆動装置の駆動部を示す正面図である

[図7] 図6 の駆動部の側面図である。

[図8]前記金属ベル ト駆動装置の従動部を示す正面図である。

[図9]前記従動部の側面図である。

[図10]前記フリーザ一装置をコンテナに収容するときの斜視図である。

[図11] 前記フリ一ザ一装置の下部冷気噴射部のベル ト下面までの高さと金属

ベル 卜の熱伝達率との関係を示す線図である。

[図12A]前記実施形態の箱状ケーシングの構造を示す斜視図である。

[図12B]比較例としての箱状ケーシングの構造を示す斜視図である。



[図13]前記実施形態及び比較例の食品搬送物の冷却効果を示す線図である。

[図14]従来のフリーザー装置の横断面図である。

[図15]従来のフリーザー装置の冷気噴射機構の説明図である。

[図16]比較例 としての冷気噴射機構の説明図である。

発明を実施するための形態

[0028] 以下、本発明を図に示 した実施形態を用いて詳細に説明する。但 し、この

実施形態に記載されている構成部品の寸法、材質、形状、その相対配置など

は特に特定的な記載がない限 り、この発明の範囲をそれのみに限定する趣旨

ではない。

[0029] 本発明装置の一実施形態を図 1 〜図 1 3 に基づいて説明する。まず、図 1

〜図 4 により、本実施形態に係るフリーザー装置 1 0 の全体構成を説明する

。フリーザー装置 1 0 は、断熱壁で囲まれた横長の冷却空間を形成するハウ

ジング 1 2 で構成されている。なお、図 2 で、ハウジング 1 2 の前方側壁及

び上部壁は、内部構造が見えるように取 り払われている。また、図 3 で、同

様の目的で、ハウジング 1 2 の左半分の前方側壁が取 り払われている。

[0030] ハウジング 1 2 は、入口壁 1 2 c に設けられたコンベアベル トの入口開口

4 、及び出口壁 1 2 d に設けられたコンペアベル 卜の出口開口 1 6 以外は

、密閉構造となっている。前方壁 1 2 a には、監視用の窓 1 8 がハウジング

2 の長手方向に複数配設されている。後方壁 1 2 b には、オペ レータがハ

ウジング 1 2 内に立ち入 り可能なように、複数の開閉扉 2 0 が設けられてい

る。

[0031 ] ハウジング 1 2 の上部壁 1 2 e は、密閉壁となっており、図示省略の冷凍

機ュニッ 卜から空気冷却器に冷媒又はブラインを供給する供給管 2 2 、及び

冷媒又はブラインを排出する排出管 2 4 が貫通 している。ハウジング 1 2 の

底部壁 1 2 f は、脚 2 6 によって床面 F 上から間隔を置いて支持支持されて

いる。ハウジング 1 2 の下部には、被凍結食品w をハウジング 1 2 内に搬送

する搬送装置 3 0 が設けられている。搬送装置 3 0 は、エン ドレス状のコン

ベアベル ト3 2 と、このコンペアベル ト3 2 を駆動する回転 ドラム 3 4 及び



3 6 とから構成されている。

[0032] コンベアベル ト3 2 は、熱伝達性の良い薄いステンレス板で構成され、冷

気の抜け孔がない密閉構造を有している。コンベアベル ト3 2 は、入口壁 1

2 c の外側で、従動 ドラム 3 4 に巻回され、出口壁 1 2 d の外側で駆動 ドラ

ム 3 6 に巻回されている。コンベアベル ト3 2 の往路 3 2 a は、搬送面が水

平方向に配置され、入口開口 1 4 及び出口開口 1 6 からハウジング 1 2 内に

貫通配置され、矢印 a 方向に移動する。復路 3 2 b は、底部壁 1 2 f の下方

の空間に配置されている。

[0033] 図 1 に示すように、ハウジング 1 2 は矩形の横断面をもっている。ハウジ

ング 1 2 内は、仕切壁 3 8 及び 4 0 によって、負圧室 4 2 、正圧室 4 4 、及

びこれらの側方に配置されたメンテナンス空間 4 6 に仕切られている。負圧

室 4 2 はハウジング 1 2 内の上部領域に設けられ、仕切壁 3 8 の上面に空気

冷却器 4 8 が固定されている。空気冷却器 4 8 は、前記給排管 2 2 及び 2 4

を介してハウジング 1 2 とは別に配設された図示省略の冷凍機ュニッ卜と接

続されている。

[0034] また、仕切壁 3 8 には、空気冷却器 4 8 に隣接して円形の通風路 3 8 a が

形成されている。該通風路 3 8 a に円筒形のケ一シング 5 0 が取り付けられ

、ケ一シング 5 0 内に軸流ファン5 2 及びその駆動モータ 5 4 が設けられて

いる。図 3 及び図 4 に示すように、空気冷却器 4 8 は、ハウジング 1 2 の長

手方向に 2 ユニット設けられ、軸流ファン5 2 は、ハウジング 1 2 の長手方

向に 1 ユニット当り4 台設けられている。そして、空気冷却器 4 8 で冷却さ

れた庫内空気は、軸流ファン5 2 によって通風路 3 8 a から正圧室 4 4 に送

られる。このため、負圧室 4 2 は負圧雰囲気となる。

[0035] 図 5 に示すように、正圧室 4 4 は、負圧室 4 2 の下方領域に設けられ、両

者は仕切壁 3 8 によって仕切られている。正圧室 4 4 は、コンベアベル ト3

2 の往路 3 2 a が水平方向に配置されている。往路 3 2 a は、幅方向に設け

られた複数の支持バー 5 6 によって、所定高さに配置されている。コンベア

ベル ト3 2 の往路 3 2 a の両側上方に、ハウジング 1 2 の長手方向に支持フ



レーム 5 8 及び 6 0 が配設されている。往路 3 2 a の上方には、往路 3 2 a

に沿ってコンベアベル ト3 2 の搬送方向 a に上部冷気噴射部 6 2 が設けられ

ている。

[0036] 上部冷気噴射部 6 2 は、複数のノズルユニット6 4 からなり、ノズルュニ

ット6 4 の下部は、図 1 5 に示すスリットノズル 1 2 4 と同一構造のスリッ

トノズル 6 4 a が 4 個一体形成され、ノズルユニット6 4 の上部は、フラン

ジ 6 4 b が形成されている。このフランジ 6 4 b が支持フレーム 5 8 、6 0

に載置され支持されている。スリットノズル 6 4 a の下端は、往路 3 2 a の

幅方向に配置されたスリット状の冷気噴射口を形成している。

[0037] 往路 3 2 a の下方には、往路 3 2 a に沿って下部冷気噴射部 6 6 が設けら

れている。下部冷気噴射部 6 6 は、一側に冷気流入口6 8 a を有する箱状ケ

—シング 6 8 で構成されている。箱状ケ一シング 6 8 は底部壁 1 2 f の上面

に固定され、箱状ケ一シング 6 8 の上面 6 8 b は、平坦面に形成されている

と共に、多数の円形の冷気噴出口7 0 が穿設されている。上面 6 8 b 及び底

部壁 1 2 f は、互いに略平行にメンテナンス空間 4 6 側に向けて下方に傾斜

している。

[0038] 次に、図 6 及び図 7 によって、搬送装置 3 0 の入口壁 1 2 c 側の構成を説

明する。フレーム 7 2 がハウジング 1 2 の入口壁 1 2 c に接続され、かつ脚

2 6 によって水平方向に支持されている。円筒形の従動 ドラム 3 4 が水平方

向に配置され、従動 ドラム 3 4 にコンベアベル ト3 2 が巻回されている。従

動 ドラム 3 4 の表面には、ゴム材が被覆されている。従動 ドラム 3 4 の回転

軸 3 4 a の両端は、軸受 7 4 によって回転可能に支持されている。

[0039] 軸受 7 4 は、矢印 a 又は b 方向に摺動可能にフレーム 7 2 に支持されてい

ると共に、コイルバネ 7 6 を介してフレーム 7 2 に取り付けられている。こ

れによって、従動 ドラム 3 4 は、矢印 a 又は b 方向に移動でき、コンペアベ

ル ト3 2 の張力を調整可能になっている。フレーム 7 2 間には補強バ_ 7 9

、コンベアベル ト3 2 の復路 3 2 b を支持する支持バー 8 0 及び復路 3 2 b

を案内する案内バー 8 2 が架設されている。



[0040] 次に、図 8 及び図 9 により、搬送装置 3 0 の出口壁 1 2 d 側の構成を説明

する。図 8 及び図 9 において、出口壁 1 2 d にフレーム 8 4 が固定され、フ

レーム 8 4 に軸受 8 6 を介 して駆動 ドラム 3 6 の回転軸 3 6 a が回転可能に

支持されている。また、フ レーム 8 4 に回転軸 3 6 a を駆動する駆動モータ

8 8 が取 り付けられている。駆動 ドラム 3 6 にコンベアベル ト3 2 が巻回さ

れ、駆動 ドラム 3 6 の回転によってコンベアベル ト3 2 が矢印 a 又は b 方向

に移動する。従動 ドラム 3 4 と同様に、駆動 ドラム 3 6 の外周面にゴム膜が

被覆されている。

[0041 ] また、コンベアベル ト3 2 を構成するステンレス板の一側縁の裏面には、

先細 りの台形断面をもつゴム突起 3 3 が加硫接合されている。一方、従動 ド

ラム 3 4 の一側端面には、外周面に凹部 7 7 a をもつプー リ7 7 が接合され

ている。該凹部 7 7 a と従動 ドラム 3 4 の端面とで、ゴム突起 3 3 と嵌合す

る凹溝が形成されている。コンベアベル ト3 2 の走行中、ゴム突起 3 3 が該

凹溝に嵌合され、該凹溝内を摺動する。

[0042] 凹部 7 7 a を形成するためのプ一 リ7 7 は、駆動 ドラム 3 6 の一側端面に

も装着されている。ゴム突起 3 3 及びプー リ7 7 で蛇行防止装置 7 8 を構成

している。ゴム突起 3 3 が凹部 7 7 a に遊嵌 しながらコンベアベル ト3 2 が

走行することで、コンべアベル ト3 2 の蛇行を防止 している。

[0043] かかる構成において、搬送装置 3 0 の入口壁 1 2 c 側において、ォペ レ一

タが被凍結食品w をコンベアベル ト3 2 の往路 3 2 a のベル ト面に載置する

。該ベル ト面に載置された被凍結食品w は、入口開口 1 4 からハウジング 1

2 内の正圧室 4 4 に搬送される。

—方、ハウジング 1 2 内では、空気冷却器 4 8 及び軸流ファン 5 2 が稼動

しており、空気冷却器 4 8 で冷却された冷気 c は、軸流ファン 5 2 により、

通風路 3 8 a を通って正圧室 4 4 に送 られる。

[0044] 正圧室 4 4 で、往路 3 2 a の上下両側から被凍結食品w に向けて冷気 c が

噴射される。上部冷気噴射部 6 2 では、ス リッ トノズル 6 4 a のス リッ ト状

噴射口から、被凍結食品w に対 して直角なス リツ ト状の衝突噴流 r が噴射さ



れる。前述のように、スリットノズル 6 4 a は、冷気 c を加速する先細 りの

断面を有する加速部と、加速した冷気 c を整流する整流部 （助走部）とを有

し、到達距離の長い噴流を噴き出すことができる。スリットノズル 6 4 a か

ら噴き出された衝突噴流 r は、コアンダ一効果により、被凍結食品w の表面

に密着した冷気流を形成するので、冷却効果を高めることができる。

[0045] 下部冷気噴射部 6 6 では、ケ一シング 6 8 の上面 6 8 b に設けられた冷気

噴出口7 0 から冷気 c が往路 3 2 a の下面に向かって噴射される。冷気 c の

到達距離は、冷気噴出口7 0 の口径の 6 倍である。冷気噴出口7 0 は大径で

あるので、冷気 c の到達距離が長くなり、上面 6 8 b が傾斜していても、往

路 3 2 a の幅方向全域に亘り、冷気 c を往路 3 2 a の下面に到達できる。

[0046] また、スリツトノズル 2 0 間に形成された排気空間 e を広く取ることがで

きるので、冷却に供された後の冷気をスムーズに食品搬送物w から排出でき

るので、この排冷気が衝突噴流 r を乱すことがない。

なお、図 1 6 に、比較例として、矩形ノズル部 1 5 2 を有し、先端平坦噴

射面 1 5 4 に穿孔を設けてなる上部冷気噴射部 1 5 0 で構成した上部冷気噴

射部を示す。

この構成では、矩形ノズル部 1 5 2 の高さ h 及び矩形ノズル部 1 5 2 間の

ピッチ P を相当大きく取らないと、排気空間 e を十分確保することができな

い。

[0047] そのため、排冷気が衝突噴流 r の周辺に残留して、衝突噴流 r を乱し、冷

却効果を損なうおそれがある。逆に、ピッチ p を相当大きく取ると、衝突噴

流 r が食品搬送物w に噴き付けられない領域が増加し、冷却効果が低減する

。従って、この比較例では、冷却効果があまり得られないことがわかった。

[0048] 下部冷気噴射部 6 6 では、箱状ケ一シング 6 8 の上面 6 8 b に設けられた

冷気噴出口7 0 から冷気 c が往路 3 2 a の下面に向かって噴射される。冷気

噴出口7 0 は大径であるので、到達距離が長くなり、上面 6 8 b が傾斜して

いて、冷気噴出口7 0 からベル ト下面までの距離が大きくなつても、往路 3

2 a の下面に冷気 c が到達できる。そのため、金属ベル ト3 2 に対する冷却



効果が低下することはない。

[0049] 本実施形態によれば、ハウジング 1 2 を矩形の横断面とし、ハウジング内

空間の上部に負圧室 4 2 を配置 し、その下方に正圧室 4 4 を配置すると共に

、該負圧室に軸流 ファン 5 2 と空気冷却器 4 8 とを隣接配置 したので、ハウ

ジングの幅方向寸法を縮減できる。

また、通風路 3 8 a の下方に、箱状ケ一シング 6 6 内に冷気 c を導 く冷気

通路を上下方向に形成 したので、前方壁 1 2 a に冷気流路のための出っ張 り

を設ける必要がない。

[0050] また、冷却効果が大きいス リッ トノズル 6 4 a を備えた上部冷気噴射部 6

2 と、設置スペースを縮減できる箱状ケ一シング 6 8 か らなる下部冷気噴射

部 6 6 とを備えているので、被凍結食品 w の冷却効果を高 く維持 しつつ、冷

気噴出部の設置スペー ス を縮減できる。

さらに、従動 ドラム 3 4 、駆動 ドラム 3 6 及び金属ベル ト3 2 の復路 3 2

b をハウジング 1 2 外に配置 しているので、その分コンベアベル ト3 2 の設

置高 さを低減できる。そのため、図 1 0 に示すように、分解することな く前

記寸法のコンテナ 9 0 に収容できる。

[0051 ] 従 って、据付け現場に搬送するに際 し、フリーザー装置 1 0 の分解及び再

組立に要する手間を省 くことができると共に、再組立による性能低下を回避

できる。

[0052] また、従動 ドラム 3 4 及び駆動 ドラム 3 6 をハウジング 1 2 外に配置 した

ので、これ ら ドラムの大径化が可能になる。そのため、ス テ ン レス板か らな

るコンベアベル ト3 2 が金属疲労による破壊を起 こさない ドラム径 （ベル ト

厚の 1 0 0 0 倍程度）を設定できるようになる。これによつて、コンベアべ

ル ト3 2 に付加 される曲げ荷重を軽減できるので、コンベアベル ト3 2 の金

属疲労を緩和できる。従 って、コンベアベル ト3 2 の薄肉化が可能にな り、

ベル ト原価を低減できる。例 えば、本実施形態では、コンベアベル ト3 2 を

構成するス テ ン レス板の厚 さを 0 . 6 m m とすることができる。

[0053] また、箱状ケ一シング 6 8 の上面 6 8 b 及びハウジング 1 2 の底部壁 3 2



f が後方壁 3 2 b 側に傾いているので、洗浄時に洗浄水が上面 6 8 b 及び底

部壁 1 2 f に溜まらない。また、箱状ケ一シング 2 8 の傾斜下降側側壁が上

下にスライ ド可能な扉 2 8 c で構成されているので、洗浄時に、オペレータ

が扉 2 8 c を上方ヘスライ ドさせることにより、箱状ケ一シング 2 8 からの

洗浄水の排出が容易になる。これによつて、密閉空間のサニタリー性が向上

する。

[0054] また、箱状ケ一シング 6 8 の上面 6 8 b に穿設された冷気噴出口7 0 の直

径が 2 5 m m と大きいので、冷気 c の到達距離が大きい。そのため、冷気

噴出口7 0 とベル ト下面との間隔が大きくなつても、コンベアベル ト3 2 の

冷却効果を高く維持できる。

[0055] 図 1 1 は、冷気噴出口7 0 からベル ト下面までの高さと、金属ベル トに対

する熱伝達率との関係について、本実施形態の装置で実験 した結果を示す線

図である。本実施形態では、箱状ケ一シング 6 8 の上面 6 8 b は傾斜してお

り、冷気噴出口7 0 からベル ト下面までの間隔は、 7 5 〜 9 5 m mの範囲で

変化する。図に示すように、冷気噴出口7 0 とベル ト下面間の間隔が変わつ

てもベル ト体に対する熱伝達率はあまり変わらないことがわかる。そのため

、本実施形態のように、上面 6 8 b を傾斜させても、コンベアベル ト3 2 の

冷却効果はほとんど低下しないことがわかる。

[0056] 図 1 2 A は、本実施形態の箱状ケ一シング 6 8 を示す。この箱状ケ一シン

グ 6 8 の上面 6 8 b は、コンベアベル ト3 2 の幅方向に傾斜しているので、

冷気噴出口7 0 からコンベアベル ト3 2 までの間隔 は、 7 5 〜 9 5 m mの

間で変化する。円形の冷気噴出口7 0 の直径は 2 5 m m であり、各冷気噴

出口7 0 は互いに正三角形をなすように配置されている。各冷気噴出口7 0

間のピッチ P ，は 1 0 0 m m である。

[0057] —方、図 1 2 B は、比較例として示す構成である。箱状ケ一シング 6 8 '

には複数の排気空間 e が設けられ、箱状ケ一シング 6 8 ' の平坦噴射面 6 8

b ' とコンベアベル ト3 2 との間隔 H 2は 5 O m m であり、コンベアベル ト3

2 の幅方向で一定である。平坦噴射面 6 8 b ' には直径が 1 2 . 5 m m の



円形の冷気噴出口 7 0 ' が設 けられている。各冷気噴出口 7 0 ' は互いに正

三角形をなすように配置 され、各冷気噴出口 7 0 ' 間の ピッチ P 2 は 5 O m m

である。なお、平坦噴射面 6 8 b と平坦噴射面 6 8 b ' の開口率は同一 とな

るように設定 されている。

[0058] 前記 2 種の箱状ケーシングを備 えた冷気噴射機構 を用い、食品搬送物 w と

して こんにゃくを用い、 こんにゃくの冷却効果を実験 した結果を図 1 3 に示

す。図中、曲線 X が箱状ケーシング 6 8 を用いた場合であ り、曲線 Y が箱状

ケ一シング 6 8 ' を用いた場合である。また、曲線 Z が冷却空間の温度推移

であ り、曲線W が外気温度の推移である。なお、 こんにゃくの温度は、 こん

にやくの中央部に刺 した温度センサで計測 した。

[0059] 図 1 3 か ら、 2 種の箱状ケ一シングを用いた場合、ほとん どこんにゃくの

冷却効果は変わ らないことがわか った。また、 こんにゃくを包装 して行 った

実験でも、同様の結果が得 られた。そのため、排気空間 e を形成 しない本実

施形態の箱状ケーシング 6 8 を用いたほうが構造が] 簡単であ り、加工が容易

で、かつ加工コス トを節減できることがわか った。

[0060] また、本実施形態によれば、開閉扉 2 0 か らオペ レータが立ち入 り可能な

メンテナンス空間 4 6 を備 えているので、ハウジング 1 2 内のメンテナンス

が容易になる。さらに、常圧のメンテナンス空間 4 6 に開閉扉 2 0 を設 けて

いるので、装置の運転中に開閉扉 2 0 を開けても危険でない。

さらに、冷気循環流を形成するため軸流 ファン 5 2 を設 けているので、シ

ロッコファン等 と比べて、設置数を低減できると共に、消費電力を約 3 0 %

節減できる。

産業上の利用可能性

[0061 ] 本発明によれば、フ リーザー装置のハウジングをコンパク トに して、分解

することな く、コンテナに収容でき、搬送に要する手間を大幅に低減できる

フ リーザー装置 を実現できる。



請求の範囲

[請求項 1] 断熱壁で囲まれた横長の冷却空間を形成す るハ ウジングと、該冷却

空間の長手方向に配設 された被冷却物搬送用 コンペアベル 卜と、該冷

却空間に冷気循環流 を形成す る空気冷却器及び送風機か らなる冷気循

環装置 とを備 え、該被冷却物に対 し冷却又は冷凍の連続処理 を可能に

した フ リーザ一装置 において、

前記ハ ウジングが矩形の横断面を有 し、該横断面の上部領域 に設 け

られ、前記空気冷却器 と送風機 とが隣接配置 されて負圧空間を形成す

る負圧室 と、

該負圧室の下方領域 に設 けられ、前記送風機か ら冷気が供給 されて

正圧空間を形成 し、前記 コンベアベル トと該 コンベアベル トに向けて

上下方向か ら冷気を噴射す る冷気噴出部 とが設 けられた正圧室 と、

該負圧室及び正圧室の側方領域 に設 けられ、該正圧室で被冷却物の

冷却に供 された後の冷気を受け入れ、受け入れた冷気を該負圧室に戻

す冷気の戻 り流 を形成す る常圧の メ ンテ ナ ンス 空間 と、を備 えている

ことを特徴 とす るフ リーザー装置。

[請求項2] 前記負圧室か ら正圧室に冷気を供給す る冷気 口が前記 メ ンテナ ンス

空間 と離れた側のハ ウジング側壁近傍 にもうけられ、該冷気 口の下方

に上下方向に前記下部冷気噴射部に冷気を供給す る送気空間が形成 さ

れていることを特徴 とす る請求項 1 に記載の フ リーザー装置。

[請求項3] 前記 メ ンテナ ンス空間に面 したハ ウジング側壁に開閉扉 を設 け、該

メ ンテナ ンス空間にオペ レー タが立ち入 り可能に した ことを特徴 とす

る請求項 1 に記載の フ リーザ一装置。

[請求項 4] 前記 コンべアベル 卜が、前記正圧室内に配設 され両端部が前記冷却

空間の外部に導設 された往路 と、両端が該往路 と連結 され冷却空間の

外側下方に配設 された復路 とか らなるェン ドレスベル トであ り、

冷却空間の外部に回転 ドラムを設 け、コンベアベル トを回転 ドラム

の外周面に巻回 させてコンべアベル トを支持搬送す るように構成 した



ことを特徴 とす る請求項 1 又は 2 に記載の フ リ一ザ一装置。

[請求項5] 前記 コンべアベル 卜のベル ト体が冷気抜 け孔のない金属ベル 卜で構

成 されていることを特徴 とす る請求項 1 〜 4 の いずれか 1 項 に記載の

フ リーザー装置。



補正 された請求の範囲
[2010 年10月4 日 （04.10.2010) 国際事務局受理〗

[請求項1] (補 正後） 断熱壁で囲まれた横長の冷却空間を形成するハウジング

と、該冷却空間の長手方向に配設された被冷却物搬送用コンペアベル

卜と、該冷却空間に冷気循環流を形成する空気冷却器及び送風機から

なる冷気循環装置とを備え、該被冷却物に対 し冷却又は冷凍の連続処

理を可能にしたフリーザ一装置において、

前記ハウジングが矩形の横断面を有 し、該横断面の上部領域に設け

られ、前記空気冷却器と送風機とが隣接配置されて負圧空間を形成す

る負圧室と、

該負圧室の下方領域に設けられ、前記送風機から冷気が供給されて

正圧空間を形成 し、前記コンペアベル 卜と該コンペアベル 卜に向けて

上下方向から冷気を噴射する冷気噴出部とが設けられた正圧室と、

該負圧室及び正圧室の側方領域に設けられ、該正圧室で被冷却物の

冷却に供された後の冷気を受け入れ、受け入れた冷気を該負圧室に戻

す冷気の戻 り流を形成する常圧のメ ンテ ナ ンス空間と、を備え、

前記負圧室は、前記メ ンテナンス空間側に入口を有 し送風機配設空

間側に出口を有する空気冷却器と、送風出口を負圧室の下方領域の正

圧室に向けて下向き配置 した送風機を備え、前記メ ンテ ナ ンス 空間よ

リ空気を取 リ込んで、前記空気冷却器を通 して冷却 した冷気を下部領

域の正圧室に向けて吹き出すように構成 したことを特徴とするフリー

ザ一装置。

[請求項2] (補正な し） 前記負圧室から正圧室に冷気を供給する冷気口が前記メ

ンテナンス空間と離れた側のハウジング側壁近傍にもうけられ、該冷

気口の下方に上下方向に前記下部冷気噴射部に冷気を供給する送気空

間が形成されていることを特徴とする請求項 1 に記載のフリ一ザ一装

置。

補正 された用紙 （条約第19条 )



[請求項3] (補正な し） 前記メンテナンス空間に面 したハウジング側壁に開閉扉

を設け、該メンテナンス 空間にオペレ一タが立ち入 り可能にしたこと

を特徴とする請求項 1 に記載のフリーザー装置。

[請求項4] (補 正な し） 前記コンべアベル 卜が、前記正圧室内に配設され両端部

が前記冷却空間の外部に導設された往路と、両端が該往路と連結され

冷却空間の外側下方に配設された復路とからなるエ ン ドレス ベル トで

あり、

冷却空間の外部に回転 ドラムを設け、コンベアベル トを回転 ドラムの

外周面に巻回させてコンべアベル トを支持搬送するように構成 した

こ とを特徴とする請求項 1 又は 2 に記載のフリ一ザ一装置。

[請求項5] (補正な し） 前記コンべアベル 卜のベル ト体が冷気抜け孔のない金属

ベル 卜で構成されているこ とを特徴とする請求項 1 ~ 4 のいずれか 1

項に記載のフリーザー装置。

補 正 され た用紙 （条約第 19条 )
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